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令和 ３ 年 度 の 主 要 事 業                総務課 No１ 

事 業 名 事 業 費 事    業    内    容 

１ 教育委員会会議の運営等 

（１） 教育委員会会議等 

 

 

 

３，６０９千円 

 

（１）教育委員会会議運営・・・定例会（毎月１回），臨時会（教育長が必要と認めたとき） 

（２）教育委員会規則等の制定及び改廃等 

（３）教育委員会の活性化に向けての取組み 

・教育施設の訪問及び懇談会の実施，市ホームページでの活動紹介 

 

 

（２）教育に関する事務の管理

及び執行状況の点検・評価 

 

地方教育行政の組織及び運営

に関する法律より，教育委員会

の活動状況の点検・評価が義務

付けられている。 

 

２４千円 教育委員会の権限に属する事務の管理・執行状況について点検及び評価を実施するとともに，評価

結果をホームページで公表している。 

点検項目 

① 教育委員会の活動（教育委員会の開催，委員の研修等） 

② 教育委員会が管理・執行する事務（議案審議の状況） 

③ 教育委員会が執行する事務事業 

・学校教育振興基本計画中，重点推進事業（２６事業） 

教育行政点検評価委員（２名） 

  茨城工業高等専門学校 校長 米倉 達広氏 

 

  元市立学校長 小田島 俊夫氏 

 

２ 総合教育会議の設置運営 ― 教育委員会制度改正に伴い，平成２７年度，「総合教育会議」が設置され，「ひたちなか市教育の大

綱」が策定された。総合教育会議は，首長と教育委員会が協議・調整し，十分な意思疎通を図ってい

く場となる。昨年度に実施した総合教育会議での協議を踏まえ，第３次総合計画後期基本計画の教育

関連部門の方針に沿った，新たな教育の大綱を本年度策定する。 

 

３ 市立幼稚園のあり方検討 

 

― 市立幼稚園については，令和２年度末に磯崎幼稚園を閉園し，４園に拠点化した。また，本年度

より全園で教育時間外の預かり保育を実施している。令和元年度の幼児教育の無償化により，園児

数の減少が加速化しており，年度当初の園児数は４園で 169名に留まっている。来年度，湊３幼で

３歳児保育が開始されると，湊１幼の入園児数はかなり減少することが想定される。このことを踏

まえ那珂湊地区の幼児教育施設については湊３幼に集約することについて検討する予定である。ま

た福祉部においても湊第２保育所のあり方について検討することから，那珂湊地区の幼保施設のあ

り方について一体的に検討することも想定している。 



                                                                  

令和 ３ 年 度 の 主 要 事 業                総務課 No２ 

事 業 名 事 業 費 事    業    内    容 

４ 職員労働安全衛生 ６９０千円 教育委員会事務局は，市長部局から独立して労働安全衛生法に基づく体制の整備を図るとともに，

職員労働安全衛生事業を実施している。 

【職員安全衛生事業予定】 

令和３年７月    ・安全衛生委員会会議 

    ６～１１月 ・職員定期健康診断 

    １２月   ・ストレスチェック結果に基づく面接指導 

昨年度に引き続き保健師を中心に職場巡視，健康相談，長時間勤務職員に対する面接指導等につ

いて取り組む。 

５ 奨学資金貸与事業 

 

１６，０９６千円 

 

経済的理由により修学が困難で，かつ，優良な学生等に対して学資を貸与する。 

【貸与額】 

・奨学金 専修学校 月額３万円，国公立大 月額３万円，私立大 月額４万円 

     高等専門学校（４・５年） 月額２万円 

・入学準備金 専修学校・国公立大 上限３０万円，私立大 上限５０万円 

【参考】令和２年度実績 

奨学資金貸付者数     私立大 13人 国公立3人 専修学校 1人 

 入学準備金貸付者数  私立大 3人，国公立1人 

 

 コロナ禍等に対応するため奨学金の緊急申請について,昨年度に引き続き周知に努める。 

 

６ 奨学資金返還支援制度 ８，８１１千円 本市の将来を支える人材の確保と若者の定住・定職の促進を目的とし，奨学資金を返還している方

で一定の条件を満たす方に対し，奨学資金返済額の一部を助成する。 

【助成対象】 

市内に住所がある方で，次のいずれかに該当する方 

①医療，介護，福祉，教育関係の資格に基づき，市内事業所に勤務する方 

②中小企業の市内事業所に勤務する方 

③市内で農業・水産業等一次産業に従事する方 

④市内で起業し，１年以上事業を継続している方 

【助成額】 

申請の前年度に返済した奨学資金の額の１／２（上限１０万円）・最大８年間 

 



                                                                  

令和 ３ 年 度 の 主 要 事 業                総務課 No３ 

事 業 名 事 業 費 事    業    内    容 

７ 教育振興大会 ３５１千円 

 

学校教育の一層の充実，家庭や地域社会との緊密な連携による教育力の向上を目的として，開催し

ており，スポーツ，芸術文化等で優秀な成績を収めた児童生徒，善行活動を行った児童生徒，個人，

団体や，教育に関して優れた研究成果のあった教職員を表彰するとともに，教育の振興に資する行事

を実施している。※令和２年度はコロナ禍の影響により中止，表彰は各学校を通して実施した。 

【令和３年度教育振興大会開催日程】 

令和４年２月１０日予定 場所：しあわせプラザ  

 

８ 美乃浜学園の開校式の実施 １，０００千円 市が主催し令和３年５月下旬頃実施予定。 

【実施内容想定】 

  ・主催者挨拶（市長） 

  ・来賓挨拶（県議代表，市議会議長） 

  ・来賓紹介（県議，市議，自治会長，コミ会長，ＰＴＡ会長，校歌製作者等） 

  ・市長から校長へ校旗授与 

  ・校長挨拶 

  ・校歌斉唱（校歌製作者マシコタツロウ氏と児童・生徒のコラボ） 

 

９ スクールロイヤー業務委

託事業 

４００千円 いじめや不登校への対応，保護者からの強い要求やクレームへ対応するため，昨年度に県立高校の

スクールロイヤー等を歴任し，学校における法律問題に詳しい有馬 慧弁護士（水戸市 有馬総合法

律事務所）とスクールロイヤー業務委託を締結した。本年度も引き続き契約を更新し，法的な助言等

をいただき対応していく。 

【令和２年度の実績】 

 保護者対応       ３件 

 学校教諭への対応 １件 

 その他の対応      １件 

 計                ５件 

 

１０ 学校施設開放事業の運

営 

３３千円 各学校施設に体育館等の鍵を収納するBOXを設置し，学校を介することなく各団体が学校体育施設

を借用することを可能とした。また，利用団体への対応については，教育委員会事務局総務課で担っ

ており，教職員の業務負担の軽減につながっている。 

 ※新型コロナウイルスの感染予防のため利用団体には，施設利用後の消毒を義務付けている。 
 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業               総務課文化財室 

事  業  名 事 業 費 事    業    内    容 

１ 武田氏館運営事業 6,937千円 

 

（武田氏館運営） 

○ 武田氏館受付等業務委託（シルバー人材センター） 

〇武田氏館敷地内土留柵撤去及び新設 

２ 史跡整備及び文化財保    

護 

22,611千円 （史跡整備事業） 

○ 虎塚古墳壁画保存及び公開・活用（春季は新型コロナウイルスの影響により中止）  

 秋季は新型コロナウイルスの感染状況を見て実施を判断（10月下旬～11月上旬） 

○ 史跡等の除草，清掃，樹木伐採等による維持管理（多良崎城跡・川子塚古墳・虎塚古墳・

馬渡はにわ公園外） 

〇 虎塚古墳園路段差解消 

〇 史跡標柱設置工事（後野遺跡説明板） 

（文化財保護事業） 

○ 文化財講座の開催（春季文化財講座 水戸歴史館等（6月 3日），秋の講座（11月 11日）

国立歴史民俗博物館（佐倉市）予定） 

○ 文化財指定に向けた調査の継続（未指定文化財の調査） 

○ 文化財愛護協会補助（文化財保護管理団体（19団体）の育成・活動助成） 

○ 歴史民俗資料室の資料整理 

○ 那珂湊支所展示室の運営 

 

３ 埋文センター運営及び

埋蔵文化財調査事業 

64,582千円 

 

（埋蔵文化財調査センター運営） 

○ 埋蔵文化財調査センター管理業務委託（市生活・文化・スポーツ公社） 

○ 埋蔵文化財調査センター空調設備更新工事（標本陳列室,大型資料収蔵庫） 

（埋蔵文化財調査事業） 

○ 市内遺跡発掘調査（国補助）（35件程度予定） 
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令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業              施設整備課 No1 

事 業 名 事 業 費 事    業    内    容 

1.幼稚園建設事業 

 

 

 

 

 

 

2.施設整備事業 

 

2020～2021年度 

全体       76,000千円 

2021年度   45,600千円 

 

 

 

 

小学校     206,053千円 

中学校      57,786千円 

幼稚園       9,320千円 

 

令和 2年度繰越 

小学校     365,355千円 

中学校     291,297千円 

幼稚園    21,764千円 

 

幼稚園建設事業については，那珂湊第三幼稚園において令和４年度より３歳児保育を開始す 

ることから，不足する保育室１室と職員室の一部を増築する。 

 【増築工事】 

  〇那珂湊第三幼稚園 鉄骨造平屋建て 147.62㎡の増築 

 

 

 

学校施設の整備については，校長会，園長会からの要望及び年次整備計画を基に現地調査を 

行い,危険が伴う部分や早急に改修を要する箇所を優先的に実施している。 

【施設整備工事の主な内容】 

□小学校 

《現年予算事業》   

〇枝川小正門門扉改修工事，家庭科室改修工事 

〇市毛小プ－ル改修工事 

〇前渡小配膳室屋根・天井改修工事 

〇佐野小正門・南門門扉改修工事 

〇堀口小家庭科室改修工事，校舎給水管改修工事 

〇高野小昇降口天井改修工事，体育館ステ－ジ下扉改修工事，２号館階段床改修工事 

〇田彦小体育倉庫改修工事 

〇津田小３号館階段床改修工事 

〇外野小遊具改修工事 

〇湊一小南校舎屋上防水・外壁改修工事，北側擁壁改修工事，職員室・会議室床改修工事 

〇湊二小プ－ル改修工事，エレベ－タ－改修工事 

 

 

 



2 

令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業              施設整備課 No2 

事 業 名 事 業 費 事    業    内    容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《繰越予算事業》 

 〇佐野小エレベ－タ－改修工事 

 〇堀口小フェンス改修工事 

 〇田彦小給食室改修工事 

 〇津田小フェンス改修工事 

 〇湊二小遊具改修工事 

 〇湊三小給食室給気フィルタ－装置設置工事 

 

□中学校 

《現年予算事業》 

 〇勝田二中武道場屋根・外壁改修工事，テニスコ－トフェンス改修工事， 

第２理科室改修工事，２号館窓手摺設置工事 

 〇那珂湊中ダックアウト撤去工事 

《繰越予算事業》 

 〇勝田二中２号館廊下改修工事 

 〇勝田三中保健室サッシ改修工事 

 〇大島中給食室改修工事 

 

□幼稚園 

《現年予算事業》 

 〇佐野幼稚園物置設置工事，遊具設置工事 

 〇東石川幼稚園門扉改修工事 

 〇湊第一幼稚園門扉改修工事 

《繰越予算事業》 

 〇佐野幼稚園園庭拡張工事（1,871㎡） 

 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

学務課 No.1 

 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

１ 小・中学校適正規模・適正

配置の検討 

―         ○小規模校の適正規模化の検討 

 

「ひたちなか市立小・中学校適正規模・適正配置基本方針(平成24年2月策定)」に

基づき，未来を担う子どもたちのための望ましい教育環境を整えていくため，小規模

校の適正規模化について，保護者や地域住民などと意見交換を行い，合意形成を図っ

ていく。 

（１）枝川小 

   保護者や地域との協議の場を検討していく。 

（２）通学区域の見直し（東石川小と外野小の通学区域） 

   六ツ野区画整理地内の一部において通学区域と地域コミュニティの境界が 

一致していないため見直しを行う。 

 

２ 学校等管理用備品の整備 管理備品整備 

（小学校）  18,951千円 

（中学校）  10,102千円 

（義務教育学校）713千円 

 

(幼稚園)    1,925千円 

 

○学校・幼稚園の運営に必要な備品の整備 

（１）児童生徒用机・椅子等の教室備品，職員室備品，体育館備品等の買い替え 

（２）新規管理備品の購入及び学級増に伴う備品の整備 

・教卓，ロッカー，配膳台，教師用及び児童生徒用机・椅子等 

 

（３）幼稚園備品の整備 

・保育用備品，園児用図書，放送設備等の整備 

 

○適正規模の基準 (学校規模区分)           (R3.4.5現在) 

・適正規模校 小学校：12～24学級 11校  中学校：9～18学級  4校 

               *義務教育学校 1校(美乃浜学園：18学級) 

・小規模校  小学校：11学級以下  4校  中学校：8学級以下  0校 

中根小(11学級) 三反田小（6学級）枝川小（3学級） 

那珂湊二小（6学級） 

 ・大規模校  小学校：25～30学級  2校  中学校：19～24学級 3校 

            

○適正規模・適正配置に向けた方策  

・学校の統廃合，通学区域の見直し，学校の再編成・新設 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

学務課 No.2 

 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

３ 学校教育用備品の整備 小学校教育用備品整備 

33,871千円 

 

中学校教育用備品整備 

 28,716千円 

 
義務教育学校教育用備品整備 

2,931千円 

○学校教育振興のための備品の整備 

（１）教育振興備品の整備 

・教材備品，楽器等 

（２）理科教育等振興備品の整備（国庫補助事業） 

・理科，数学の教材備品 

（３）図書の整備 

・学校図書館図書の購入 

 

４ ＩＣＴ教育の推進 

 

 

大型提示装置の整備 

(小学校)  18,700千円 

(中学校)  8,360千円 

 

 

ＯＡ機器リース 

（小学校）36,681千円 

（中学校）19,593千円 

（義務教育学校） 

8,255千円  

 

 

校務用パソコン等賃借料 

36,868千円 

 

 

 

統合型校務支援システム

賃借料 

21,912千円 

 

 

〇ＩＣＴ機器の整備 

（１）大型提示装置の整備 

   プロジェクターなど既存台数 125台 

R3年度は学校保健特別対策事業費補助金を活用し整備を進める。 

 

 

（２）ＯＡ機器リース 

①教育用タブレット機器及び教育支援ソフト等 

    ・タブレットＰＣ1,051台（教師用） 

※ＩＣＴ指導員による支援（月2日／1校） 

   ②教育支援用ノートパソコン 90台 

   ③図書管理用パソコン 26台 

 

（３）教職員用校務用パソコン等 

 ・教職員用ノートパソコン860台， 

・モノクロプリンター29台，カラープリンター44台（大規模校2台） 

・教育ネットワークセンターシステムリース 

 

（４）統合型校務支援システムの導入に係る賃借料 

   令和２年度４月から運用 

   ・センターサーバー方式による５年間のライセンス使用 

   ・システム化校務：学籍・出欠管理，成績管理，保健管理，徴収金管理等 

  



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

学務課 No.3 

 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

５ 教職員の働き方改革 

 

 

 

      ―  〇教職員の働き方改革の取り組み 

出退勤システム，校務支援システム，勤務時間外の電話対応自動音声応答装置の導入

による検証を行い，働き方改革を促進する。 

 

以下 学務課保健給食室 

 

６ 学校給食用備品の整備 

 

 

小学校給食用機械器具類

整備 

（消耗品） 15,000千円 

（備 品）124,032千円 

 

中学校給食用機械器具類

整備 

（消耗品） 10,500千円 

（備 品）  88,278千円 

 

義務教育学校給食用機械

器具類整備 

(消耗品)     150千円 

 

 

 

○学校給食用備品等の整備 

（１）給食室の改修に伴う学校給食用消耗品，備品の整備 

   ・田彦小，大島中 

 

（２）老朽化した学校給食用厨房備品の買換え 

・ドライ仕様三槽シンク（前渡小） 

・業務用冷蔵庫（田彦小，勝田二中） 

・包丁まな板殺菌庫（堀口小）等 

 

(３) 自校炊飯実施に伴う備品整備（勝倉小） 

 

 

 

 

 

７ 学校給食室の環境整備 給食室エアコン賃借料 

（小学校）3,789千円 

（中学校）1,967千円 

〇給食室における学校給食衛生管理基準の順守及び調理員の労働環境改善のため，給食

室改修までの期間，空調設備を設置する 

（１）給食室エアコンリース料 

   ・小学校6校，中学校3校 

 

 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

学務課 No.4 

 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

８ 学校給食の内容充実   ―        〇学校給食の内容充実の検討 

  

（１）学校給食実施基準での給食の提供 

    学校給食で摂取する各種栄養素は，学校給食摂取基準により定められており，

なかでも塩分については，生活習慣病に関連することから基準値以内に抑えるこ

とを目標に献立を工夫し，減塩対策を進める。 

 

 （２）地域の農水産物を活用した給食の提供 

地域の産業等に関する理解を深め，生産者への感謝の心，郷土愛を醸成するた

め，JA常陸，那珂湊漁場協同組合女性部と連携し，地場産の野菜や魚を使った献

立の開発をする。  

 

（３）自校炊飯の導入 

     学校給食の主食を発注していた炊飯業者２社のうち１社が令和元年度途中で学

校給食から撤退し，パン業者２社のうち１社が従業員の高齢化等を理由に給食セ

ンターの廃止時期をもって廃業の意向を示していることから，将来に向けて安定

的に主食を提供できる体制を確保するため，順次自校炊飯を導入することとし，

令和４年度から勝倉小学校において開始するための導入準備を進める。また，令

和３年度に給食室改修を行う田彦小学校及び大島中学校においても令和４年度の

供用開始にあわせて自校炊飯を導入する。 

 

（４）公会計化の検討 

     近年の物価上昇による給食の質や食育への影響が危惧されるており，公会計化

について検討する。 

 

 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

学務課 No.5 

 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

９ 就学援助費・特別支援教育

就学奨励費の支給 

小学校就学援助費 

 41,174千円 

 

中学校就学援助費 

 50,927千円 

 

義務教育学校就学奨励費 

 6,132千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校特別支援教育就学

奨励費 

 7,295千円 

 

中学校特別支援教育就学

奨励費 

 4,847千円 

 

義務教育学校特別支援教

育就学奨励費 

925千円 

○経済的理由によって就学困難な児童生徒の保護者に対する援助 

（１）要保護就学援助費〔国庫補助事業〕 

   （生活保護法による教育扶助を受けている世帯） 

・医療費，修学旅行費（中学校のみ），オンライン学習通信費 

 

（２）準要保護就学援助費 

   （前年収入，事業所得が生活保護法による最低生活費の1.4倍未満の世帯） 

・学用品費等，新入学学用品費等（入学後・入学前），学校給食費，宿泊校外活

動費，医療費，体育実技用具費（中学校のみ），修学旅行費（中学校のみ），

クラブ活動費，児童生徒会費，ＰＴＡ会費，卒業アルバム，オンライン学習通

信費 

 

  ・令和元年10月の生活保護基準の見直しに伴い，出来る限りその影響が及ばない

よう，新旧基準を併用し対応。 

・家庭でのオンライン学習環境支援のため，令和３年度からオンライン学習通信

費を対象費目に追加。 

 

 

○特別支援学級に就学している児童生徒の保護者の経済的負担を軽減する 

（１）特別支援教育就学奨励費〔国庫補助事業〕 

（前年所得が生活保護法による最低生活費の2.5倍未満の世帯） 

・学用品費等，新入学学用品費等，学校給食費，宿泊校外活動費， 

 修学旅行費（中学校のみ）…５費目とも就学援助費の1/2を限度として支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

学務課 No.6 

 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

１０ 東京電力福島第一原子力

発電所事故対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校給食食材放射性物質

検査 

(小・中・義務教育学校) 

2,127千円 

 

 

○東京電力福島第一原子力発電所の事故による放射性物質放出に対する対策 

（１）学校給食食材放射性物質検査（平成23年11月1日から実施，現在まで不検出） 

・市の放射性物質検査機器（2台）を使用して実施 

・単独調理校（1日3校6品目），学校給食センター・那珂湊第三小学校共同調理

場（1日2品目），牛乳（週1回） 

・当日朝に納入される食材を午前11時30分までに検査し，国の基準値を超えた場

合はその食材の使用を取り止める 

・検査結果は検査当日の正午までに市ホームページで公表 

 

 

 

１１ 美乃浜学園の通学等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通学定期券等購入 

10,277千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひたちなか海浜鉄道通学

保安誘導業務 

1,000千円 

〇小中学校の統合により従来の学区を越えて通学することから，保護者負担への支援策

として通学定期券等を配布する。 

（１）ひたちなか海浜鉄道を利用した通学 

対象者：自宅から学校までの距離が前期課程1.5㎞，後期課程2㎞以上の場合 

       但し湊線通学を希望し，実際に利用する場合 

      前期課程 253名 後期課程 130名 計383名 

        

（２）原地区の通学 

   登校時：阿字ヶ浦駅まで路線バスを利用し，湊線に乗り換える。 

       (茨城交通バス片道定期券) 

   下校時：阿字ヶ浦駅でスマイルあおぞらバスに乗り換える。 

       （スマイルあおぞらバス乗車券） 

  対象者：前期課程 17名 後期課程 3名 

 

〇湊線の車内見守り 

  登校時：ひたちなか海浜鉄道職員(3名),美乃浜学園校務員(1名) 

  5時限，6時限下校時：ひたちなか海浜鉄道職員(3名) 

  部活動後の下校時：青少年相談員(2名) 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

学務課 No.7 

 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 

１２ 新型コロナウイルス感染

症予防対策 

感染症対策 

 消耗品 

  (小学校) 3,300千円 

   (中学校) 1,240千円 

 

     

 備品         

(再掲) 

 *(小学校) 18,700千円 

 *(中学校) 8,360千円 

   

 

 

 

 

 

 

〇学校保健特別対策費補助金 

・学校教育活動継続支援事業 

① 消耗品(感染予防対策用保健衛生用品) 

学校における感染症対策に必要な消毒液などの保健衛生用品を学校長の 

判断で，迅速に購入できるよう学校規模により予算配分する。 

 

② 備品(大型提示装置)   

子どもたちの学習保障支援として，学校のICT教育環境の充実，１人１台 

タブレットを使用した授業の効果的な実施，モニターを活用した全体集会の 

実施など感染症対策にも活用できるモニターを購入する。 
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                      令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業                指 導 課 

事 業 名 事 業 費 事    業    内    容 

１ IＣＴ教育推進事業 

  

 

 

＊講師謝金 

22千円×2回 

*情報教育 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

  3,223円

 ＊印刷製本 

182千円 

＊先進視察 

42千円 

◎ ＩＣＴ教育推進委員会を中心に，ＧＩＧＡスクール構想等のＩＣＴ教育について，組織的・計

画的に推進する。 

（１）教員のＩＣＴ活用指導力の向上 

  教員のＩＣＴ活用指導力の向上させるために，オンライン研修や対面研修，校内研修等を充実

させる。 

（２）教員のサポート体制の充実 

  ＩＣＴサポーターによる教員の支援だけではなく，教育研究所の情報教育アドバイザーの定期

的な学校訪問支援を実施する。 

（３）調査研究の推進 

  ＩＣＴ教育専門研究員会において，デジタル教科書や学習支援ソフトの活用や遠隔教育等， 

ＩＣＴを効果的に活用した児童生徒の学びについて調査・研究する。 

２ 研究推進校事業 

 

 

 

 

 

 

479千円 

 

 

 

 

 

◎ 令和３年度は次の研究推進校事業を実施する。 

（１）教育課程に係る研究推進校・・・１校（中根小 ２年継続の２年目） 

   小学校の新学習指導要領のスタートにあたり，学習指導要領に沿った学習や評価の在り方な

ど実践的な研究を推進する。 

 ※過去５年間の研究推進校 外国語・外国語活動（H30・R元 堀口小） 

学級づくり（H28・29 三反田小，津田小） 

                   （H29・30 外野小）（H30・R元 田彦小） 

              小中連携 （H28・29 前渡小・三中，平磯小・磯崎小・平磯中） 

３ 英語教育推進事業  

85,064千円 

 

 

 

 

 

 

 

*講師謝金 

22千円 

◎ 早期からの外国語･異文化体験を積み重ね，グローバル社会を生き抜くコミュニケーション能力 

を育成する。 

（１）英語指導助手配置事業 

○学校及び義務教育学校後期課程の英語指導並びに小学校及び義務教育学校前期課程における外 

国語活動・外国語科の指導の充実，幼稚園における国際教育の啓発・推進を図る。 

○AET22人を市内全小・中学校等への派遣を業者と契約 

・中学校等：各学級に年間35時間程度配置 

・小学校等：３・４年生で年間35単位時間の外国語活動，５・６年生で70単位時間の外国語に 

加えて，１・２学年における外国語活動（年間10回程度）を実施し活用する。 

（２）小中学校における授業支援及び校内研修支援 

（３）幼小中連携の推進  

（４）指導力向上・英語力向上のための教員研修の実施 
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（５）ICTの活用推進，県プレゼンテーションフォーラム及び市大会実施に向けた取組 

 

４ スマイルスタディ・サポート 

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

34,710千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 市独自の非常勤講師スマイルスタディ・サポーター１２名を配置し，少人数指導やティーム・

ティーチングなどによる個に応じた指導を可能とし，児童生徒の学力向上（知識及び技能の習得

や思考力，判断力及び表現力の育成）を図る。 

（１）１日６時間程度，週５日，38週（１週30時間程度勤務，年間1,140時間） 

（２）勤務校長の指導監督のもと，次の職務を行う。 

① 各教科等における学習指導 ② 教材等の作成  ③ その他校長の命ずる教育活動 

（３）令和２年度配置校  

《県の少人数加配のない小学校》中根小，勝倉小，三反田小，枝川小，東石川小，堀口小， 

津田小，那珂湊一小，那珂湊第二小，那珂湊第三小，美乃浜学園 

  《少人数，ＴＴによる学力向上を推進する小学校》長堀小等 

５ 司書教諭補助員配置事業 

 

 

 

 

 

4,387千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 市内小中学校に司書教諭補助員を配置し，司書教諭と連携しながら学校図書の授業における情

報の提供，学校図書館の環境整備を実施することにより，読書活動の推進と学習指導の充実を図

る。 

（１） 勤務態様 1日６時間，週４日以内，年間150日以内 

（２） 勤務内容 補助員５名で市内を巡回し，次の業務を行う。 

  ① 市内小中学校の学校図書館蔵書の管理 

  ② 教師の要請に応じた授業における図書情報の提供 

  ③ 学校図書館の環境整備    ④ 図書貸出・返却等の補助 

  ⑤ 学校司書と情報交換の実施  ⑥ その他，読書活動の推進にかかること 

５ 日本語指導協力者活用事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,382千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 日本語指導を必要とする幼児や児童生徒のいる園及び学校へ協力者を派遣して，学習指導・生

活指導の支援をする。 

（１）一人の児童生徒に対して，協力者を週１回50回程度，派遣する。ただし，児童・生徒の実態

により回数の増減をし，特に新規の児童生徒へは，日本語指導を充実させ，早い時期での学校

生活への適応を図る。１回の指導時間は１時間を目安とする。 

（２）日本語指導協力者は，市民活動課の「国際交流ボランティアバンク」に所属している方であ

る。全員，「日本語指導養成講座」を受講済みの方である。 

（３）日本語指導協力者の研修会を年間３回実施している。（毎学期末） 

（４）低学年の教科書を題材に，ひらがなやカタカナ，やさしい漢字などを読んだり書いたりでき

るように支援している。 

【令和２年 日本語指導が必要な児童生徒】20名 

   ﾀｶﾞﾛｸﾞ語：８人 ポルトガル語：３人 中国語：３人  他６名予定（言語は不明） 
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６ 学習支援事業 10,502千円 

 

◎ 家庭における生活環境が児童の学習の遅れにつながるケースがあることから，教育委員会・学 

校・市民の連携により，小学校５・６年生を対象に放課後の空き教室を利用した学習支援を実施 

し，児童の学習・日常生活の習慣の確立及び学習意欲の向上を図る。  

（１）対象児童  小学校第５，６学年（学習塾、家庭教師を利用している者は除く） 

（２）実施学校  市内小学校，義務教育学校の全18校（枝川小，美乃浜学園を追加） 

（３）実施時期  令和３年６月～令和４年２月 

（４）実施回数  隔週１回。参加児童は１校２０人以内。 

（５）活動時間  放課後から午後５時３０分まで（※午後６時終了から変更） 

（６）実施体制 

 〈教育委員会〉 事業に係る予算の計上，事業の管理・運営，学校との連携･調整,教員ＯＢなど

学習ボランティアの公募等を行う。 

 〈学校〉    学習支援の場の提供，学力低下が見られる児童生徒の選定及び募集の協力，必

要に応じて子供の情報提供等を行う。 

７ 不登校対策支援事業 

 

 

 

① 心のサポーター 

 

 

 

 

 

② 絆サポーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 心の教室相談員 

31,447千円 

 

 

 

  1,891千円 

 

 

 

 

 

2,077千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

7,477千円  

                                                                                 

  令和２年度本市不登校児童生徒数（年間30日以上欠席）                        

  小学校84名（1.01），中学校107名（2.56），合計191名（1.52） （ ）は100人当たりの出現率    

                                                                                

◎ 長期欠席傾向の児童生徒に対し，心のサポーター（５名）が学校と連携しながら家庭訪問等を

実施して，状況の改善に向けて支援する。 

（１）年間280時間，週３日程度，１日４時間程度 

（２）教育研究所長の指導監督のもと，次の職務を行う。 

①対象児童生徒宅への家庭訪問（話し相手，遊び相手，運動・散歩等） 

②対象児童生徒の集団生活適応に向けての支援 ③勤務校における担任等との打合せ等 

◎ 絆サポーター（２名）を，那珂湊中を拠点として那珂湊中学校区内の学校に派遣し，学校と連

携して不登校児童生徒の再登校及び再発・発生防止に向けて支援する。 

（１）年間800時間，週３～４日，１日６時間程度 

（２）教育研究所長の指導監督のもと，次の職務を行う。 

①不登校の早期対応（対象生徒の状態に合わせて対応形態を工夫する） 

・相談室対応，家庭訪問，保護者面談，本人面談 

②不登校の未然防止（対象生徒の状態に合わせて対応時間を工夫する） 

・対象児童生徒の行動観察，学級内の人間関係の観察，校内巡回，適度な声かけ 

        気になる生徒について教職員からの相談対応，学年会等への参加，学区内の小学校訪問 

◎  いじめや不登校などの問題への対応を図るため，地域の人材等を活用し，児童や保護者，教職 
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④ 教育相談員 

 

 

 

 

 

⑤ いじめ・不登校相談センター 

 「カウンセリングアドバイザー」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 18,953千円 

 

 

 

 

 

 3,310千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

員からの相談に当たり，未然防止やその解消に努める。【４名】 

（１）年間510時間，週３～４日，１日４時間程度 

（２）教育研究所長の指導監督のもと，次の職務を行う。 

①児童生徒の悩みの相談 ②保護者や教職員からの相談対応 ③児童の登校に向けた支援 

◎ 教育・福祉の両面において，専門的な知識及び経験を有する地域の人材等を活用し，問題の背 

 景や原因を見極めたうえで，環境改善や関係機関等とのネットワークの構築など，関係機関と連 

 携した対応により問題の解決を図る。【２名（家庭相談員）】 

（１）１日６時間，１名３日・１名２日（※週１日ずつ２名。３名体制），50週 

（２）教育研究所長の指導監督のもと，次の職務を行う。 

・問題を抱える児童生徒の相談や支援（家庭訪問，環境調査等），環境への働きかけ 

・関係機関等とのネットワークの構築，連携・調整 

・学校内におけるチーム体制の構築，支援 

・保護者，教職員等に対する支援・相談・情報提供   ・教職員等への研修活動  など 

◎ 幼児・児童生徒の教育上の諸問題について，教育相談員６名（※週２日勤務２名。７名体制）

が来所や電話による相談及び学校訪問により，幼児児童生徒及び保護者，教職員からの相談に適

切に対応する。 

教育支援センターで心の居場所をつくり，社会的自立に向けた支援を行う。 

（１）いちょう広場の開設：月～金曜日 

（２）教育相談(電話・来所相談)：月～土曜日 対象：本市在住の児童生徒や保護者，教員 

◎ 教育研究所に，臨床心理士の資格をもつカウンセリングアドバイザー（２名）を配置し，いじ

めや不登校，発達障害による学校不適応等の幼児児童生徒やその保護者，担任等に対して，専門

的な見地から助言を行い，早期対応に努める。 

（１）令和３年４月～令和４年３月（年間で330時間） 

（２）教育研究所長の指導監督のもと，次の職務を行う。 

①児童生徒や保護者，教職員のカウンセリング  

②教職員研修等での助言 

③その他（緊急的な事件･事故への対応等） 

（３）カウンセリングは来所相談とする。 

８ 魅力ある学校づくり推進事業

  

277千円 ◎ 全ての児童生徒を対象とした「授業づくり」や「集団づくり」を進めることにより，不登校や 

いじめ等の未然防止につながる魅力ある学校づくりを推進する。 

（１）事業の内容 

  ①児童生徒にとっての魅力ある学校づくりを推進するための，各学校の創意工夫を生かした 

取組を行う。 
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  ②不登校やいじめ等の未然防止につながる小中連携や小小連携の効果的な取組を行う。 

  ③年間３回の意識調査・PDCAシート等を活用した PDCAサイクルに基づく計画的，組織的な

取組を行う。 

  ④不登校やいじめ等の未然防止につながる魅力ある学校づくりの取組の評価方法の在り方 

   ・児童生徒の意識調査を学期ごとに行い，子供たちの活躍する場や自信を付けさせる活動が

提供されているのか，｢児童生徒目線｣で常に振り返る。 

□ 意識調査 年３回  ７月＋１２月＋３月（３月調査を次年度の計画に生かす。） 

    □ 意識調査の結果をもとに実態把握⇒教職員で行動計画を立てPDCAシートを作成する。 

    □ 教職員全員で行動計画の取組を実行し，その結果を学年ごとに教職員全員で点検して 

取組を見直し，PDCAシートの行動計画に反映させる。 

（２）過去5年間の不登校新規者数 

年度（小学校不登校新規者数＋中学校不登校新規者数＝新規者数合計） 

  H27（８名＋35名＝43名） H28（6名＋39名＝45名） H29（27名＋50名＝77名） 

  H30（46名＋64名＝110名） R1（39名＋36名＝75名） R2（24名＋29名＝53名） 

９ 笑顔プロジェクト  93千円 ◎ 児童生徒が自分たちの学校生活をより楽しくより豊かにするために，児童会・生徒会が中心と 

なって学校に笑顔が広がる取組を考え，自発的・自治的に活動することができるようにする。 

（１）教育研究会特別活動研究部との共催による笑顔サミット等において，学級活動や児童会・生 

徒会活動で取り組むいじめ対応についての協議や各校笑顔プロジェクトの情報交換を行う。 

（２）いじめ未然防止啓発ポスターや各校の取組報告を地域等に発信し，学校・家庭・地域が一体 

となったいじめ未然防止や「笑顔の力を広げよう」の取組を行う。 

１０ いじめ問題対策推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 202千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ いじめ防止対策推進法の策定を受け，「いじめ問題対策連絡協議会」と「いじめ問題調査委員

会」を設置し，いじめ問題の未然防止や早期発見，重大事態への対応及び同種事案の再発防止を

図り，いじめ防止等の対策を総合的かつ効果的に推進する。※ 平成29年３月議会で条例制定 

【いじめ問題対策連絡協議会】 年２回開催 （報償） 

（１）構成員  教育委員会，学校関係，市社会福祉課（児童福祉課），警察等の関係機関，児童 

相談所，水戸地方法務局，その他教育委員会が必要と認める者 

【いじめ問題調査委員会】         （報酬） 

（１）構成員  ５名（大学教授，弁護士，臨床心理士，社会福祉士，精神保健福祉士） 

（２）任期   ２年（令和２年２月～令和４年２月） 

１１ 地域で支える生徒指導推進

事業 

 

 

632千円 

 

 

 

◎ 家庭，地域社会，学校，関係機関･団体等が相互に連携を密にしながら，生徒指導の一層の充実

を図る。（平成１１年度から実施）※R３年度：地域学校協働活動への移行を検討 

（１） 組織の編制 

   ・青少年部会  ・青少年相談員  ・自治会 ・おやじの会 等 
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（２） 取組内容 

 ① 青少年の健全育成  

・「笑顔プロジェクト」との関連を図り，学校での取組の地域への発信及び連携強化 

・防犯パトロール・校外,祭り等の巡視 ・中学校区講演会 等 

② 児童生徒の安全確保  

・「子どもを守る110番の家」リーフレットを活用した協力家庭等の確保(目標数：2,000か所） 

・立哨指導(登下校)・学区内巡視・危険箇所点検（安全マップ）･「子どもを守る110番の家」 

③ 公共マナーの向上 

・あいさつ運動 ・クリーン作戦 ・さわやかマナーアップ運動 等 

（３） 平成23年度からの取組 

① 中学校区で行動目標の設定   ② 児童生徒のボランティア活動の収集 

１２ 学校介助員配置事業 

 

 

 

 

 

 

98,736千円 

 

 

 

 

 

 

◎ 小中学校の通常の学級及び特別支援学級に在籍する障害のある児童生徒を援助し，適正な教育

活動の充実を図る。（介助員80名配置，内75名は４月配置，５名は５月配置予定） 

（１）勤務態様 介助員① １日６時間以内，週５日以内，週30時間未満 年間 900時間 

        介助員② １日７時間以内，週５日以内，週35時間未満 年間1,400時間 (４名) 

        学校看護師１日７時間以内，週５日以内，週35時間未満 年間1,400時間 (１名) 

          勤務日及び勤務時間は，学校及び地域の実情に応じて学校長が定める。 

（２）職務内容    ・ 身辺処理の介助        ・ 校内移動の介助    

           ・ 危険行動防止等の安全配慮    ・ 教材・教具の作成  

         ・医療的ケア（学校看護師） 等 

※令和３年度学校介助員80名で155名の児童生徒の介助にあたる（年度当初見込み）。 

１３ 部活動指導者支援事業 

 （1）部活動外部指導者 

 

 

 

 

（2）部活動指導員 

 

1,674千円 

 

 

 

 

2,664千円 

 

 

（１）部活動外部指導者（32人） 

部活動における専門技術指導を必要とする小中学校に，地域の優秀な指導者を派遣し，児童生徒

の育成並びに学校と地域社会の連携の促進を図る。 

＜令和3年度配置校＞勝田第一中，勝田第二中，勝田第三中，佐野中，大島中，田彦中，那珂湊中 

          美乃浜学園，高野小 

（２）部活動指導員（3人）  

地域人材を部活動指導員として中学校に配置し,部活動の円滑な運営及び教員の「働き方改革」の

実現を図る。 

＜令和3年度配置校＞勝田第一中（体操競技部），勝田第二中（ソフトボール部） 

          美乃浜学園（女子バスケットボール部） 
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１４ コミュニティスクール運営

事業 

945千円 ◎ 各学校に学校運営協議会を設置し，保護者や住民が一定の権限と責任をもって学校運営に参画 

することでニーズを的確にさせ，より良い教育の実現を目指す。 

（１）「学校運営協議会」の機能 

   ①校長が作成する学校運営の基本方針を承認する。 

   ②学校運営について，教育委員会又は校長に意見を述べることができる。 

   ③教職員の任用について教育委員会規則に定める事項について，教育委員会に意見を述べる

ことができる。 

（２）学校運営協議会委員の選出，委嘱                        

・各校５名（美乃浜学園は９名）で学校長が推薦し，年度始めに教育委員会が委嘱する。 

    １期２年とし，再任は１回とする。                                        

（３）学校運営協議会委員構成 

 ・外部委員は５名，学校関係者４名で構成する。（美乃浜学園の外部委員は９名） 

（４）報酬 ・10,000円（年間）／外部委員１人あたり 

（５）活動内容 

   第１回（４月頃）：学校運営協議会委員委嘱状交付，学校運営の基本方針の承認 

   第２回（７月頃）：学校運営に関する協議（夏季休業中の地域の行事や運動会等） 

   第３回（11月頃）：学校運営に関する協議（学校運営進捗状況についての協議） 

   第４回（２月頃）：学校運営に関する協議（次年度計画も含む） 

            学校運営に対する評価（次年度計画に反映させる） 

１５ 保幼小中連携・連携プロジェ

クト  

40千円 ◎ 各種研修を通して，保幼小中連携・接続の強化及び発達や学びの連続性を踏まえた教育を行う 

ことで，子供たちの自立や成長を促す。 

（１） ひたちなか市保幼小接続連絡協議会《管理職部会・担当者部会》 

①管理職部会（市内各幼児教育施設長，小・義務教育学校長）：講演会や情報交換会等を実施 

②担当者部会（市内各幼児教育施設園内リーダー，市内各小・義務教育学校保幼小接続コーデ 

ィネーター）：研究協議及び情報交換会を実施（年１～２回） 

（２） ステップアップ研修～幼稚園教諭の指導力～ 

①公立幼稚園教諭が指導力向上研修として実施（令和3年度は研究所希望研修とする） 

（３）保幼小交流～一緒に遊ぼう～ 

①幼児教育施設と小学校，幼児と児童，職員の交流活動を定期的に計画，実施 

（４）幼小交流～小学校教員の保育参加～ 

①市内各小学校の教諭（各校1名）が公立幼稚園を訪問し，幼児の活動の様子や幼稚園教諭の支 

援の仕方等を観察，保育に参加。 

 



Ｒ３ 年 度 の 主 要 事 業              青少年 課 

事  業  名 事 業 費 事    業    内    容 

１放課後子ども総合プラン

事業 

（1）放課後児童健全育成事

業（学童クラブ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

529,159 

280,271 

 

 

 

 

 

 

219,057 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,943 

 

＊児童福祉法, ひたちなか市放課後児童健全育成事業，保護者が労働等により昼間家庭にいない児

童の健全育成を図るため実施。  

１ 市内小学校及び義務教育学校前期課程 18校で開設（対象：小学 1～6年生） 

 ・利用承認児童  R3.3月末現在 定員 2,585人中 2,083人 

 ・放課後児童支援員 4月 1日現在 会計年度任用職員 101人，有償ボランティア 142人 

・開設時間  授業終了後から午後 6時まで（授業のない日は，午前 8時から午後 6時まで） 

・開催日   平日,長期休業日（学年始休業,夏季休業,冬季休業,学年末休業）,毎月第 1土曜 

日,創立記念日，学校行事等による振替休業日，県民の日 

 

２ 民間学童クラブ（12事業所・21クラブ）に対し，運営補助を行う。なお，学童保育ベルワンキ

ッズ＊については放課後児童健全育成事業の開始届のみ（児童福祉法第６条の３第２項に規定する放

課後児童健全育成事業を開始するときは，同法第 34 条の８第２項及び児童福祉法施行規則第 36 条の 32

の２第１項の規定に基づき届け出が必要）。 

  ・学童保育エレメンタリークラブ ・はなのわ学童クラブ   ・とびうお学童クラブ 

・あずみの森学童クラブ A,B,C,D ・あっぷるキッズクラブ  ・あっぷるキッズクラブ田彦 

・平磯学童クラブかもめ A,B   ・なかや学童クラブ    ・フレンドスクール A,B,C 

・きっずセンター学童クラブ   ・おーくす佐野学童クラブ ・夢ある学童 

・めぐみクラブ         ・学童保育ベルワンキッズ＊ 

 

３ エアコン，物置，携帯電話等備品購入 

 

 



２青少年育成 

（1）青少年育成事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）子どもの遊び場 

3,906 

198 

 

430 

 

 

1,835 

 

 

 

 

50 

 

528 

＊様々な活動や体験を通して青少年の生きる力を育む。 

１ 仕事体験交流事業：8月 ひたちなか海浜鉄道 

市内に在住する小学 5・6年生対象 

２ 青少年のための科学の祭典ひたちなか大会：11月 6日㊏，11月 7日㊐ 

 青少年が科学に興味を持ち，科学技術に親しむ環境を育むことを目的として産業交流フェアと同 

時開催 

３ 成人の集い：令和４年 1月 9日 文化会館 

 平成 13年 4月 2日から平成 14年 4月 1日生まれの者（約 1,700名）対象 

 実行委員 18名が企画運営，式典及びアトラクション・記念品配布 

 ＊令和 2 年度に成人を迎えた皆様向けに「成人祝特別給付金」と「国営ひたち海浜公園入園券引

換券」を支給するとともに，昨年開催できなかった式典の代替案を検討中。 

４ ユネスコ協会補助金 

 

子どもの遊び場遊具点検委託（3箇所），老朽化による遊具撤去費 

３青少年団体等育成 

 

1,923 

 

各種青少年団体等補助金 

① ガールスカウト茨城県第 14団        240千円 

② ボーイスカウトひたちなか育成協議会     287千円 

③ ひたちなか市高校生会            100千円 

④ ひたちなか市子ども会育成連合会       1,000千円 

⑤ ひたちなか少年少女発明クラブ        60千円 

４青少年相談 

 

10,855 

 

青少年相談事業 

① 特別青少年相談員 3名による相談業務（電話・面談・メール） 相談件数 98件（R2年度実績） 

・電話・面談相談（95件） 開設日 月～金 8:30～17:30，土 8:30～12:00 

・メールによる相談（3件）  

② 特別青少年相談員，青少年相談員 58名による街頭指導の実施 102回（R2年度実績） 

 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

中央図書館  ＮＯ．１ 

事  業  名 事 業 費 事    業    内    容 

１．図書館運営 239,158千円 市立図書館として，中央図書館・那珂湊図書館・佐野図書館の３館と津田分室を設置しており，

維持管理を含め適切な運営に努める。 

①開館日  平 日：午前９時から午後７時， 土･日･祝日：午前９時から午後５時 

②休館日  休館日：毎週月曜日（定期休館日），毎月第４木曜日（図書整理日） 

      ５月の国民の祝日，年末年始，特別整理期間（年 1回１０日以内） 

③入館者数 407,691人，貸出冊数 679,569点，蔵書数 482,250冊（令和元年度実績） 

 

 

２．図書充実 30,000千円  図書資料の新鮮度を保ち内容の充実を図るため，図書資料及び視聴覚資料を購入し魅力ある 

図書館運営に努める。 

①図書購入費    28,000千円（購入冊数 約 16,400冊） 

②視聴覚資料購入費  2,000千円（購入点数 約 350点） 

 

 

３．図書館読書振興 398千円  本や読書に関連づけた講座等の開催を通して読書振興と図書館の利用拡大を図る。 

①中央図書館：文学講座・図書館活用講座・朗読会・戦争体験を聞く会等  204千円 

②那珂湊図書館：文芸ライブ・地域の活動を学ぶ会  40千円 

③佐野図書館：おとなの音読会，映画講演会，ふるさと講座など 104千円 

その他消耗品等 50千円 

 

 



令 和 ３ 年 度 の 主 要 事 業 

                                                       中央図書館  ＮＯ．２ 

事  業  名 事 業 費 事    業    内    容 

４．図書館施設整備 51,736千円 図書館３館の空調機更新を実施 

①中央図書館：平成２年度に増築した児童室空調機の一部を更新 1,224千円 

②那珂湊図書館：平成 12年度に増築したエリアで学習室などの空調機を更新 7,051千円 

③佐野図書館：平成 11年度の開館後初めての空調機更新 43,461千円 

各館の工事については，工事時期を調整しながら施工する予定 

 

 

５．子ども読書活動推進 998千円  子ども読書活動推進計画に基づく施策の取組みを通して，子どもの読書活動の推進を図る。 

①読み聞かせボランティアの定例読み聞かせへの謝礼など 255千円 

こどもの読書週間，夏休み等における体験教室など 500千円 

 （クラフト教室，手作り絵本教室，自由研究アドバイス講座，読書感想文の書き方教室など） 

②ハッピーバッグ事業（図書 3冊セット，こどもの読書週間，秋の読書週間，お正月） 19千円 

③学校支援・おはなしおとどけ便事業 26千円 

（小中学校へのテーマ別図書パックの配送貸出サービス，幼稚園・保育所（園）等への大型絵本

等の配送貸出サービス）  

④乳児向けブックリスト配布事業 198千円 

 



令和 3 年 3 月議会 （教育委員会 4 月定例会報告） 

会期：令和 3 年 3 月 3 日（水）～令和 3 年 3 月 26 日（金） 

 

■一般質問  資料№1 

 1 宇田 貴子議員 

 ・「子どもの権利条約」と校則のあり方について 

 ・公設学童クラブの環境整備と支援の充実について 

 2 弓削 仁一議員 

 ・小学校における配布物等について 

 

■代表質問 

 ●多数の会派から質問があったもの 資料№2 

 1 公立幼稚園における教育時間外の預かり保育について 

【新生ふるさと 21,公明党】 

2 コミュニティスクールについて 

【新生ふるさと 21,未来ひたちなか,日新クラブ,公明党】 

 3 ひたちなか未来塾について 

【新生ふるさと 21,未来ひたちなか,日新クラブ,公明党】 

 4 美乃浜学園の児童生徒に対する湊線定期券の支給について 

【新生ふるさと 21,未来ひたちなか】 

 5 GIGA スクール構想（ICT 教育）について 

【新生ふるさと 21,日新クラブ】 

 6 閉校となる小中学校の跡地利用について 

【未来ひたちなか,公明党】 

 7 放課後学童クラブについて 

  【新生ふるさと 21,日新クラブ,公明党】 

  

 ●上記以外の代表質問 資料№3 

 1 新生ふるさと 21 

 ・美乃浜学園の開校に際して地域住民の思いとは何か 

 ・幼児期の教育から小学校教育への学びの連続性について 

 ・不登校やいじめの未然防止について 

 2 日新クラブ 

 ・学校教育について 

 ・新中央図書館について 

 3 公明党 

 ・特別支援教育事業について 



№1

No. 質問議員 質問要旨 答弁内容
（1）「子どもの権利条約」と校則についての認識
 「子どもの権利条約」における「子どもの意見表明
  権」について,校則の観点から,教育委員会は,校則を
 どのように捉えているのか。

　校則は,児童生徒が心身の発達過程にあることや,学校
が集団生活の場であることなどから,学習上,生活上で必
要な規律であると捉えている。

（2）校則を定める権限について
　　　校則を定める権限は誰にあるのか

　児童生徒の実態に即し,学校の教育目的を達成するため
に,必要な意見を児童生徒,保護者,教職員から取り上げ,
職員会議等での協議を経て,学校経営の最高責任者である
校長が,それらの意見を吟味し決定している。

（3）美乃浜学園の校則について
　　どの様な議論を経てつくられたのか

　統合対象校5校の教員で組織した関係各校連絡調整会議
において,各5校の校則をベースに小中9年間を見据えた校
則になるよう策定した。

（4）美乃浜学園以外の既存校においても校則について
     議論が必要では

　学校を取り巻く社会環境,児童生徒の状況の変化に応じ
て,絶えず積極的に見直す必要があると捉えており,見直
しの際は,児童生徒のみならず,保護者や地域の方も交え
て考える機会をつくることにより,児童生徒や保護者・地
域の実態にあった校則になるよう教育委員会から各校に
助言していく。

（5）公設設学童クラブの環境整備と支援の充実につい
  て「生活の場」にふさわしい環境整備がどの位進ん
で
  いるか

　マットを敷き上履き無しで過ごせるスペースの確保や
各クラブの希望に沿った図書の購入,体調が悪い時に静養
できるようパーテーションを整備する等して子どもたち
が放課後を安全安心して過ごせる学童クラブを目指して
環境の整備に取り組んでいる。

（６）公設学童クラブの環境整備と支援の充実につい
て
　6年生までの受入をするにあたりどの様な支援を考え
  ているか,また課題は何か

・支援内容としては,子どもたちが学童クラブでの過ごし
方を理解し,主体的に生活できるよう支援している。ま
た,一人ひとりが異学年の集団生活のなかで自分の気持ち
や意見を表現できるように支援をしている。
・課題については,思春期を迎える時期であり身体的,情
緒的発達など子どもたち一人ひとりに応じたきめ細かな
支援を行っていくことが大切であり,引き続き支援員のス
キル向上を図るための研修を積極的に実施していく。

３．小学校における配布物等について
（１）小学校で配布された情報誌「VILLAGE（ビレッ
    ジ）」
　①配布の目的
　②配布の経緯
　③学校の対応

①配布の目的
　小学校に通う児童の保護者を対象とし,子育て関連の情
報などを提供することを目的に民間企業が発行したもの
である。
②配布の経緯
　発行元から本市の子育て支援等について,情報誌に掲載
するため秘書課をとおして市長に取材依頼があったもの
であり,教育関連の記事作成に ついては,発行元から教育
委員会へ依頼があり受けたものである。配布依頼につい
ては,発行元から教育委員会に,小学校を通しての情報誌
の配布について相談があったが,当該情報誌については,
教育委員会が配布の可否を判断するものではなく,学校長
の裁量により配布できるものであるため,配布について
は,各学校長に確認をする必要があると発行元に説明をし
た。
③学校の対応
　発行元が直接学校に配布依頼を行い,昨年12月に配布に
至った。

３．小学校における配布物等について
（２）配布物等に関する規則等
　①教育委員会の規則と役割
　②学校の規則

①教育委員会の規則と役割
②学校の規則
　学校での配布物について直接的に制限を設けた法律や
規則は無いが,教育基本法第14条,15条を踏まえ,政治や宗
教に関する配布物については,教育委員会や学校が慎重に
判断している。

３．小学校における配布物等について
（３）本市における配布物等（市報といっしょに情報
誌等を配布することについての可否）

市から自治会を通じて市報と同時に届ける配布物等につ
いては,自治会の負担軽減を考え,配布点数を厳選し,重要
性の高い内容のもののみ計画的に配布しているが,直接自
治会に持ち込まれるものについては,各々の自治会が判断
し,配布している場合もあると認識している。

３．小学校における配布物等について
（４）情報誌配布の適正性

情報誌「ビレッジ」については,学校長の裁量により配布
できるものであると捉えており,子育て関連の情報等を保
護者へ提供することを主たる目的としており,他市でも配
布している状況であることから,教育委員会が学校を通し
て積極的にお願いして配布するものではないものの,学校
長が判断して配布するのを妨げるものでもないと捉えて
いる。

３．小学校における配布物等について
（５）今後の配布物等の取扱い

これからの学校は,社会に開かれた教育課程や地域社会
との連携等,閉じられた学校から開かれた学校へと拡大
していくことから,今回の議員の提案を受け止め,改め
て,配布物等の取扱いについて確認するとともに,他市町
村の情報や県などの動向を踏まえながら,見直しをした
り,配布についての指針等を作成したりして,学校との共
通理解を図っていく。

2
弓削仁一

議員

令和３年３月議会　一般質問　

1
宇田貴子

議員



№2

No. 質問事項 質問議員 質問要旨 答弁内容

清水立雄議員
(新生ふるさと２１)

教育時間外の預かり保育の具体的な事業内容に
ついて伺いたい

預かり時間は,通常開園日については,14時から
16時であり,長期休業期間中については,9時か
ら16時までとしており,幼児の心身の負担に配
慮しながら,正職員がローテーションで対応し
ている。また利用にあたって,保護者負担が発
生するが,本市の保育の必要性の認定を受けた
場合は無償化の対象となる予定である。

加藤恭子議員
（公明党）

・再編後の公立幼稚園が果たすべき役割として
掲げた,幅広い幼児教育の研究・実践の取組の
具体的内容について伺いたい
・教育時間外の預かり保育の具体的な事業内容
について伺いたい

・特別支援教育などの課題について,研究・実
践を重ねており,研究の成果を公開保育等で発
表し,市内の幼児教育施設に広く発信してい
る。また,教育研究会研修や茨大付属幼稚園へ
の長期派遣研修等を行い,幼稚園教諭の資質の
向上に努めている。

清水立雄議員
(新生ふるさと２１)

学校運営協議会について,従来の学校評議員制
度とどの様に異なるのか

学校評議員制度は,学校運営に関して校長が必
要に応じて保護者や地域の方の意見を聞き,学
校運営の参考にすることを目的としている。一
方学校運営協議会は,保護者や地域の代表によ
る合議体の機能を持ち,お互いに目標を共有し,
協働へとつなげることに重きを置いている。

大谷隆議員
(未来ひたちなか)

制度導入にあたっての課題と対応策は 主な課題は,委員の選出方法,制度の周知方法等
があげられ,委員の選出については,学校評議員
等で学校の教育活動に積極的に協力していただ
いた方々の中から,委員の選出を行う方法を検
討している。また制度の周知については,学校
便り等を通じて情報発信を行ったり,マニュア
ルを作成し,学校や委員に周知を図っていく。

深谷寿一議員
(日新クラブ)

制度導入にあたり,メリットと今後の取り組み
について伺いたい

制度導入のメリットについては,組織的継続的
な体制の構築ができること,地域でどのような
子どもを育てていくのかという目標やビジョン
を共有することができること,学校と地域が役
割分担を持って連携・協働することにより,子
どもたちの地域の担い手としての自覚が高ま
り,学びや活動が豊かになることがあげられ
る。
今後の取組については,関係規則の制定や委員
任命の準備を行うとともに,学校や地域に制度
の周知を行い制度の推進をしていく。

加藤恭子議員
（公明党）

・学校運営協議会の役割は
・期待できる効果は

・学校運営協議会の役割は,学校運営について
校長が作成する基本方針を承認したり,意見を
述べたりすることを通して,地域と一体となっ
た特色ある学校づくりを進めることであると認
識している。

清水立雄議員
(新生ふるさと２１)

事業の成果は 参加児童の家庭学習の平均時間が増加し,自主
学習習慣の確立に向けた支援の効果があったと
捉えている。

大谷隆議員
(未来ひたちなか)

・事業の実施状況,実績を伺う
・事業の管理管轄は
・ボランティアの安定的確保は可能か

・令和2年度は17校で実施しており,参加児童数
は243名であり,ボランティア52名に協力を頂い
ている。

・事業の管理管轄は,教育委員会事務局指導課
が,学校,市の福祉部門と連携し行っている。

・市のホームページやチラシ等で募集していく
予定であり,複数の学校を担当してもらうこと
をお願いしたり,退職教員に積極的に働きかけ
たりしていく予定である。

深谷寿一議員
(日新クラブ)

加藤恭子議員
（公明党）

清水立雄議員
(新生ふるさと２１)

美乃浜学園の児童生徒に定期券を支給すること
は,他校の長距離を歩いて通学する児童生徒に
不公平感を与えるのではないか

通学費用の公費負担については,本市の小中学
校適正規模・適正配置基本方針に基づき,美乃
浜学園のように学校の統廃合により,通学方法
が変更になる場合を対象としており,既存校で
の長距離の通学とは区分している。

大谷隆議員
(未来ひたちなか)

湊線通学時の見守り活動について,学年や部活
動によって下校時間が異なる場合の取り扱いに
ついて伺う

通常日課の5校時,6校時の下校時については,ひ
たちなか海浜鉄道職員と海浜鉄道臨時職員の3
名体制で,ホーム内の整列や乗降時の誘導,車内
の見守り業務を行い,部活動終了時については,
青少年相談員2名による車内の見守り業務を行
う。

・事業の効果と課題は
・今後の方向性は

3

コミュニティスクールについて2

4
美乃浜学園の児童生徒に対する湊
線定期券の支給について

・参加児童の家庭学習の平均時間が増加し,自
主学習習慣の確立に向けた支援の効果があった
と捉えている。課題としては,学習が苦手な児
童の学習意欲の向上とボランティアの確保等が
挙げられる。

・令和3年度からは実施校に枝川小と美乃浜学
園を新たに加え,市内全部の小学校等で事業を
実施する。

1
公立幼稚園における教育時間外の
預かり保育について

令和３年３月議会　代表質問　（多数の会派から質問があったもの）

ひたちなか未来塾について



No. 質問事項 質問議員 質問要旨 答弁内容

清水立雄議員
(新生ふるさと２１)

・事業実施に向けてのスケジュールは
・教員の指導体制は整っているのか

・昨年度において,教員のＩＣＴ活用指導力を
向上させるための研修等を行った,本年度にお
いては,4月末までに全ての教員を対象に,タブ
レットを有効に活用できるようにするためのオ
ンライン研修を実施する。

・教員の指導体制の充実を図るための取組とし
て,教育研究所の情報教育アドバイザーが,定期
的に学校を訪問し支援を行うことを検討してい
る。

深谷寿一議員
(日新クラブ)

・デジタル教材の活用について伺う
・今後の自宅学習活用についての方向性につい
て伺う

・学習支援ソフト並びにデジタルドリルについ
て,昨年12月から各学校において教員の技能向
上のための校内研修を実施しており,本年4月か
ら学習支援ソフトとデジタルドリルを積極的に
活用するとともに,教員と児童生徒がタブレッ
ト端末に触れる機会を増やしていく。また,デ
ジタル教科書については,本年度に文部科学省
の「学習者用デジタル教科書実証事業」に市内
の小中学校13校参加する予定であり,実証事業
をの中でデジタル教科書の活用方法や有効性の
検証を行っていく。

・感染症等の臨時休業時には,端末を持ち帰り,
自宅で学習できるよう検討をしており,長期休
業期間には自宅学習やオンラインホームルーム
の実施を検討している。

大谷隆議員
(未来ひたちなか)

加藤恭子議員
（公明党）

清水立雄議員
(新生ふるさと２１)

放課後学童クラブにおける,指導員のスキル向
上の取り組みについて伺う

　放課後児童支援員のスキル向上については,
計画的に県の放課後児童支援員認定資格研修の
受講を推進するとともに,特別な配慮や支援を
必要とする児童へ対応するために,発達障害理
解促進事業の研修に引き続き参加し,支援員の
スキル向上に取り組んでいく。

深谷寿一議員
(日新クラブ)

・公立学童クラブの対象学年の拡大による課題
と放課後児童支援員の育成と確保について伺う

・今後の利用時間を含めた学童保育の方向性
について伺う

・ほとんどの学童が４学年から持ち上がりであ
り,学童クラブの生活にも慣れているため育成
上の課題は少ない。しかし思春期を迎える時期
であるため身体的,情緒的な発達などに配慮し
たきめ細かな支援をおこなっていくことが必要
であると考えている。支援員の確保について
は,ハローワークや市ホームページ,近隣の大学
等への募集案内などを行っている。

・開設時間の延長については,今後保護者から
の要望や意見,支援員の勤務体制などの観点か
ら調査・検討を進めていく。

加藤恭子議員
（公明党）

・対象学年拡大に伴う申し込み数と受け入れ態
勢の整備について伺う

・特別な支援を必要とする児童の受入について
の現状と課題,今後の取り組みについて伺う

・支援員の確保状況と人材の定着,安定確保に
向けた具体的な取り組みについて伺う

・令和3年度の入会承認数については,2月末現
在において定員2,585人に対して2,025人となっ
ている。うち5年生については190人,6年生につ
いては21人となっている。受け入れ体制につい
ては,前渡小と高野小のクラブで1クラスずつ増
設し,公立学童クラブ全体で39クラス開設予定
である。

・特別な支援が必要な児童については,支援員
の加配を行っており,令和2年度の加配数は25名
となっている。課題については,障がいのある
児童に適切に関わるスキルが求められることで
ある。このため,発達障害促進事業の研修へ参
加する等,支援員の資質向上を計画的に進めて
いるところである。

・支援員については,令和2年度から法律の改正
により会計年度任用職員に位置づけられ,報酬
や休暇など処遇面での大幅な改善が図られたこ
とから,支援員の仕事に対する意欲と熱意は格
段に高まったものと感じている。

7 放課後学童クラブについて

旧校舎の利活用の方向性,スケジュールについ
て伺う

阿字ヶ浦中学校については,地元の意向を踏ま
え地域の集会施設としての利活用の方向性が取
りまとめられた。また,他の4校については,
様々な団体などから跡地利活用の要望を頂いて
おり,提出された提案書を元に「学校施設跡地
利活用検討委員会」で検討を進め,各校の跡地
利活用の方向性をまとめていく。阿字ヶ浦中学
校の跡地利活用のスケジュールについては,
ハード面では,集会施設に用途変更するための
手続き等を進め,集会施設として建築基準法等
に適合させる工事を完了していくことについて
答弁いたしました。ソフト面については,地域
の方々に施設の管理運営体制の構築等をしてい
ただき,集会施設開館までの準備を整えて頂
く。

5

6
閉校となる小中学校の跡地利用に
ついて

ＧＩＧＡスクール構想（ＩＣＴ教
育）について



№3

No. 質問議員 質問要旨 答弁内容

美乃浜学園について,施政方針の中で,「特色あ
る学校教育を実現し,地域住民の思いを受け継ぎ
ながら本市の未来を担う人材を育てて参りま
す。」とあるが,「美乃浜学園」の開校に際して
の「地域住民の思い」とは何か

　統合され学校が閉校となる寂しさや各学校で
継承してきた特色ある取組等が失われてしまう
のではないかといった声が聞かれている。一方
で未来を担う子どもたちに,より質の高い教育を
期待する声も聞かれているところである。今後
は,この様な地域の期待に応えられるよう児童生
徒が,地域はもとより,世界で活躍できる人材に
育つよう取組みを行っていく。

幼児期の教育から小学校教育への学びの連続性
についての取組みについて伺う

　各幼児教育施設と小学校において,教育委員会
の幼児教育アドバイザーが作成した「アプロー
チ・スタートカリキュラム」を基に,カリキュラ
ムの自校化を図っており,入学当初の子どもたち
の発達の特性に配慮し,短時間での学習や友達と
関わりながらの体験活動を多く取り入れるなど
して徐々に学校生活に慣れ親しむことができる
よう支援をしている。

不登校やいじめの未然防止についての取組みに
ついて伺う

　不登校については,児童生徒の意識調査を学期
ごとに行い,子どもたちの活躍する場や自信を付
けさせる活動がしっかり提供されているのかを
児童生徒の目線で常に振り返り,不登校の未然防
止に取り組んでいる。
　いじめ対策については,各校で児童生徒に対し
毎月1回のアンケートや面談を実施し,いじめの
有無を確認しており,教育委員会では各校の対応
状況を確認して情報を共有し,指導助言や早期対
応の徹底を図っている。

学校教育について,教育長の今後の教育方針を伺
う

　令和3年度は,新学習指導要領が幼児教育から
小中学校まで全面実施となることから,保幼小連
携や美乃浜学園をモデルとし9年間の学びの継続
を推進していく。また,グローバル化の社会に対
応し,持続可能な社会の創り手として,ＩＣＴを
活用しながら様々な変化に積極的に向き合い,多
様な他者と協働して課題を解決していける子ど
もたちの育成を目指し,学習や教育活動を推進し
ていく。

新中央図書館の今後の方向性と電子図書館の導
入について伺う

　今後の方向性については,コロナ禍の影響によ
り厳しさを増す市の財政状況等を踏まえ,整備計
画を見直す必要があるものと認識している。ま
た,これまで検討してきた候補地については,こ
れからの社会情勢も視野に入れ,候補地の特性等
を再度整理し,必要な施設規模や整備コストにつ
いて市の財政状況を踏まえ,精査を行っていく。
　電子図書館については,今回のコロナ禍におい
て,図書館に求められる新たな機能として,注目
されており,今後,市民のニーズや近隣市町村の
状況なども踏まえ検討をしていく。

3
加藤恭子議員
（公明党）

特別支援教育事業についての現状と課題につい
て伺う

　現状については,県立特別支援学校などによる
巡回相談,市教育支援委員会の判定に基づく相談
などの支援体制を整えており,子どもの特性に応
じた学校等での支援の在り方や就学等に関する
助言を行っている。
　課題としては,子どもの特性が近年多様化して
おり,教職員の専門性の向上や関係機関との連携
強化が一層必要となっていることである。今後
は,教職員対象の研修の充実や関係機関との連携
体制の強化に努めていく。

2
深谷寿一議員
(日新クラブ)

1
清水立雄議員

(新生ふるさと２１)

令和３年３月議会　代表質問　（その他の質問）
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令和３年４月２７日 

第３学年保護者 様 

ひたちなか市教育委員会教育長 野沢  恵子 

ひたちなか市立        校長 ○○ ○○  

  

令和３年度における修学旅行について（お知らせ） 

 

 保護者の皆様には日頃より学校の教育活動にご理解とご協力をいただき、深く感謝申し

上げます。 

 さて、令和３年 6 月○日から京都・奈良方面で実施を予定しておりました令和３年度の

修学旅行につきまして、修学旅行は学習指導要領に位置づけられた教育活動であり，中学

校生活において大きな思い出となる学校行事であることから，学校は旅行会社と感染予防

対策に配慮した計画を進めてまいりました。併せて、新型コロナウイルスの感染状況を見

極めながら、教育委員会と学校とで実施向けての方策を慎重に検討してまいりました。 

しかしながら、今般、関西方面や首都圏を中心に変異型を含む新型コロナウイルスの感

染が拡大し、実施予定日までの収束を見通すことができない状況にあることから、感染症

対策を講じてもなお感染リスクを抑えるころができず、安全な修学旅行を計画通りに実施

することは難しいとの結論に至りました。 

また、時期を遅らせての実施についても旅行会社等と検討いたしましたが、宿泊場所等

の確保が困難であることから、ひたちなか市校長会中学校部会や関係機関と協議を重ねた

結果、修学旅行に対する子供たちの希望を叶えられない苦渋の決断ですが、子どもたちの

健康・安全を第一に考え、やむを得ず京都・奈良方面での実施は無理であると判断いたし

ました。 

今後は，子供たちの中学校生活の思い出となる代替案を生徒の意見を交えながら検討

し、実施のための準備を進めてまいります。保護者の皆様には心配をおかけいたします

が、何とぞご理解とご協力をお願いいたします。 

 

【問合せ先】 ひたちなか市立    学校 ０２９－ 

※4/26 中学校校長会での協議資料 



その他（２）資料 
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令和３年度 ひたちなか市内中学校等修学旅行の現状 

2021.4．22 指導課 

１．令和３年度市内中学校等の修学旅行計画  

◎全校：２泊３日，京都・奈良方面 

6/1(火) 2(水) 3(木) ４(金) 5(土) 6(日) 7(月) 8(火) 9(水) 

         

    ※（ ）内は契約旅行会社：(Ｊ)＝ＪＴＢ，(近ﾂﾘ)＝近畿日本ツーリスト 

 

２．これまで経緯 

（１）令和３年３月以前＝学校と旅行会社で契約（市内全校で修学旅行委員会を組織） 

○契約後、キャンセルによる企画料（旅行代金５％程度…約 3,600 円）支払の発生 

    （参考）①R2・9 月補正額（企画料）＝4,944 千円（全９校） 

   ②R2・7 月補正額（延期に伴う宿舎キャンセル料）＝3,518 千円（４校） 

（２）令和３年３月＝旅行会社への実施か延期の決定期限 

  ①宿泊予定ホテルの空き状況での日程延期（企画料＋一部宿泊キャンセル料の負担） 

   但し、宿泊ホテルに空きがなく、別ホテルに変更する場合には当初ホテルのキャン 

セル料がかかる（令和２年度は４校で発生※前述②） 

  ➁当初予定の６月実施が無理なら全キャンセルし再契約（企画料負担） 

   旅行キャンセル料は 21 日前（今年度最初は佐野中の 5/10。20％～）まで無し 

  ☆校長会（修学旅行委員会）での協議の結果、キャンセル負担の少ない➁で決定。 

再契約の際には、京都・奈良方面など慣例にこだわらない（東北や北陸等，１泊 

等も含めて）で再検討する。 

 

３．今後のスケジュール 

（１）４月 17 日（18 日）懇談会実施中学校…旅行会社等によるコロナ対策等を説明 

（２）４月２２日～23 日頃、保護者向けに修学旅行実施のお知らせを配付 

    ※～４/23 までの保護者宛文書の配付見合わせを市教委（指導課）から指示 

（３）５月 6日（木）臨時校長会（修学旅行委員会）で最終態度決定 

    ※4/26（月）臨時校長会（修学旅行委員会）で最終態度決定 

    ⇒4/30 までに保護者へ文書通知 

 ※5/10 に各学校（修学旅行委員会）から旅行会社へ実施申込み又は中止の報告 

 

４．同時期に修学旅行を実施する近隣市村の動向 

（１）水戸市…中止（各学校で代替行事を検討・実施）→企画料の公費負担を検討へ 

（２）東海村…中止（各学校で代替旅行を検討・実施）→企画料の公費負担を検討へ 

（３）那珂市…秋に延期（旅行会社との調整で方面変更もあり） 

 

佐野中(近ﾂﾘ) 

一中(近ﾂﾘ)・大島中(Ｊ) 

美乃浜学園(近ﾂﾘ) 

二中(近ﾂﾘ) 

三中(近ﾂﾘ) 

田彦中(Ｊ) 

那珂湊中(近ﾂﾘ) 


